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70歳までの就業確保措置を
「実施済み」と回答した企業は25.6％

厚生労働省
「令和３年高年齢者雇用状況等報告」集計結果
・調査対象　　全国の常時雇用する労働者が21人以上の企業248,782社
・調査方法　　事業所所在地管轄のハローワークあて郵送または持参
・有効回答数　232,059社
・調査時期　　2021年 6月1日

　厚生労働省は、「令和３年高年
齢者雇用状況等報告」の集計結果
を公表した（2022年６月24日公
表）。
　事業主は、毎年６月１日現在の
高齢者および障害者の雇用状況を
報告することが義務付けられてい
るが、今回の結果は、高年齢者雇
用安定法の改正（2021年４月１
日施行）後、初の調査であり、そ
の内容が注目されていた。

　改正高年齢者雇用安定法では、
70歳までの就業機会の確保が企
業の努力義務となった。具体的に
は、①定年制の廃止、②70歳ま
での定年の引上げ、③70歳まで
の継続雇用制度の導入、そして、
雇用によらない創業支援等措置と
して、④業務委託契約の導入、⑤
社会貢献事業に従事できる制度の
導入、のいずれかの就業確保措置
を講じる努力を企業に義務付けて
いる。
　集計結果をみると、70歳まで
の就業確保措置について「実施済
み」とした企業は全体で25.6％、
中小企業（従業員数21～300人）
が26.2％、大企業（同301人以
上）は17.8％となった。
　一方、「未実施」と回答した企
業は全体で72.7％、中小企業が
72.1％、大企業は80.7％となっ
ている。

　実施内容でもっとも多かったの
は、全体で、「継続雇用制度の導
入」（19.7％）、以下、「定年制の
廃止」（4.0％）、「定年の引上げ」
（1.9％）、「創業支援等措置の導
入」（0.1％）の順となっている。
　大企業に比べ、中小企業の実施

率が高いのは、慢性的な人手不足
から高年齢者の戦力化を進める企
業の意思が反映された結果であろ
うか。
　とはいえ、その中小企業でも実
施率は３割に満たない。働き方の
多様化が進むなか、高年齢者の働
く環境の整備が求められている。
（インテリジェンスバリューコーポ
レーション株式会社　岩村克俊）

世の中を読むデータ

継続雇用制度の導入………
……………………… 19.7％

未実施の企業………72.7％

806040200 100（％）

252015100 5 30（％）

注）「就業確保措置相当の措置実施」とは、「実施済み」と同様の措置を
70歳未満の年齢まで導入している場合

70歳までの就業確保措置の実施状況

70歳までの就業確保措置の実施内容
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